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研究成果の概要（和文）：本研究では、2003 年に行われた障害者雇用施策の罰則措置である企

業名公表の前後で、民間企業の障害者雇用率と雇用障害者数がどのように変化したのかを分析

した。その結果、割当雇用制度の基で障害者雇用が難しいと考えられる製造大企業で障害者雇

用率の上昇が観察されたが、その他には変化が見られなかった。また、障害者の雇用者数には

減少傾向が観察された。従って、日本の障害者雇用施策は円滑に機能していないことが明らか

になった。 

 
研究成果の概要（英文）：We analyzed the effect of the information disclosure which is the 
penal regulations of Japanese disability employment measure. Concretely, we estimated 
the change of the employment rate of the disability and the number of the handicapped 
employees of the firm.  
As a result, we find that the number of the handicapped employees rose at the big 

manufacturing firms with large employee scale whose disability employment seem difficult, 
but we find no response at the other firms. Moreover, the decreasing tendency was observed 
by the number of employers of handicapped persons. Therefore, we verified that the 
disability employment measure of Japan did not function smoothly. 
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１．研究開始当初の背景 
 
 先進各国で採用される障害者雇用施策は

差別禁止法と割当雇用制度に大別できる。差
別禁止法を採用する国の研究が蓄積されて
いる中で割当雇用制度を採用する国の経済
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研究はほとんどない。 
 日本では割当雇用制度がとられている。日
本で障害者雇用施策が障害者雇用に与える
影響を厳密に分析した経済研究はまだ行わ
れていない。 
 これまでに行ってきた研究では、通常非開
示とされている個別企業の障害者雇用状況
が 2003 年に偶発的に開示された事件から得
られたデータを利用して、情報開示に対して
株価がどのように反応したのかを検証した。
その結果、法定雇用率を達成していない企業
の株価は上がり、達成している企業の株価は
下がったことを明らかにした。 
 これは、施策の罰則措置である企業名の公
表が有効でない可能性、施策の主旨である障
害者雇用に伴う企業負担が均等化されてい
ない可能性を示している。 
 しかしながら、情報の株価に与える影響を
検証しただけでは、罰則措置によって本当に
障害者の雇用者数は増えたのか、また、障害
者雇用に伴う企業負担が本当に均等化され
ているのかはわからない。この点が課題とし
て残されていた。 
 
 
２．研究の目的 
 
 本研究の目的は、2003 年に公表された個別
企業の障害者雇用状況開示事件の前後で民
間企業の障害者雇用者数を比較して、日本の
障害者雇用施策の政策評価を行うことであ
る。また、この研究の成果を個別企業の障害
者雇用に対する資産市場の評価を検証した
研究と組み合わせることにより、日本の障害
者雇用施策の包括的な政策評価を展開する。
これらの成果を踏まえ、望ましい障害者雇用
施策のあり方に対して政策提言を試みる。 
 
 
３．研究の方法 
 
（1）推計手法 
本研究の核となる研究で行う推計は、2003

年の企業名公表を Natural Experiments (自
然実験)と捉えた Difference-in-Difference 
Estimator (以下 DD 法：差分の差分法)であ
る。この方法を使用して、2003 年の企業名公
表で雇用障害者数・個別企業の障害者実雇用
率は増加したか否かを検証する。 
 
（2）データとサンプル 
 研究に使用するデータは 2000 年から 2006
年の個別企業のデータである。サンプルは、
東京・大阪労働局が管轄する企業で東京証券
取引所一部に上場している企業を選択した。
また、データは『NEEDS』（日本経済新聞社）、
『会社四季報』(東洋経済新報社) 、『企業財

務カルテ』（東洋経済新報社）を使用して追
加的に必要になる企業の財務・人事データを
収集した。 
 
（3）研究論文へのまとめ上げと経過 
平成 20 年度には、先行研究のレビュー、
データ収集及びデータベースの構築・一次的
基礎分析を行い、平成 20年度から 21 年度に
かけて総合的な分析を行った。平成 21 年度
には、得られた成果を研究論文の形にまとめ
上げ、各種学会及び研究会で報告し、コメン
トを頂いた。その後、いただいたコメントを
もとに論文を投稿論文の形に改訂して、海外
の査読付き雑誌に投稿している。 
 
 
４．研究成果 
 
（1）研究の主な成果 
①これまでに行った個別企業の障害者雇用
状況の開示が株価に与える影響の分析をよ
り精緻化させることにより、次の結果を得た。 
ⅰ情報の長期的な影響はない。ⅱ中小企業と
東京の製造業で法定雇用率達成企業の株価
は下落、未達成企業の株価は上昇する形で有
意な影響が検出された。ⅲ東京の大規模非製
造業では達成企業の株価が上昇、未達成企業
の株価が下落する形で有意な差が生じた。ⅳ
これらの反応は障害者雇用が企業利潤に与
える影響の分析結果と整合的である。 
ⅱから日本の障害者雇用施策の罰則措置が
障害者雇用に抑制的に働く可能性は否定で
きないことがわかった。ⅰ、ⅳから短期的な
株価の反応は正しい企業価値を表している
ことがわかる。ⅱ、ⅲとその他の非製造業グ
ループでは株価への影響が検出されなかっ
たことから、製造業と非製造業で障害者雇用
に伴う企業負担が異なる可能性が高いこと
が示唆された。 
 
②障害者に対する労働需要に強く影響する
と予想されるファミリーフレンドリー・均等
化推進施策が円滑に機能する条件を、経営者
の規律付け（コーポレート・ガバナンス）と
の関係を検証して明らかにした。その結果、
どちらの施策に関しても、経営者の規律付け
効果は働いていることが明らかになった。こ
れにより、企業の人的資本管理施策が円滑に
機能して良好な企業業績をおさめるために
は、経営者の規律づけが必要とされることが
分かった。これは企業の障害者雇用に関して
も同様の影響があることを示唆しているた
め、今後の研究の方向性として、コーポレー
ト・ガバナンスの機能に着目する必要性が示
唆された。 
 
③大阪労働局が管轄する個別企業の障害者



雇用状況の、2001 年から 2006 年のデータを
使用して以下の結果を得た。ⅰ企業名の公表
で、従業員規模 1000 人以上の製造大企業で
は実雇用率が有意に上昇した。ⅱそれ以外の
企業では、雇用障害者数、実雇用率ともに影
響が見られない。ⅲ障害者雇用と企業利潤と
の関係は、従業員規模 1000 人以上の製造大
企業でマイナスの影響が検出され、その影響
は、法定雇用率を達成している企業の方が大
きかった。ⅳその他の企業では影響が見られ
なかった。 
以上の結果から、日本の障害者雇用施策は、

障害者の雇用者数を有意に上昇させていな
いことが分かった。また、雇用率・納付金制
度は、罰則措置を真摯に受け止める経営者に
対して実雇用率を上昇させるが、障害者雇用
の機会費用の高い企業に有効となった場合
は、健全な企業経営を妨げる可能性があるこ
とが示唆される。 
 
（2）得られた成果の国内外における位置づ
けとインパクト 
 障害者雇用に対する厳密な経済学研究は、
日本で初めての試みであったため、経済学研
究の分析対象範囲の拡大に貢献できた。世界
における障害者雇用施策は、差別禁止法と雇
用率・納付金制度に大別される。国際的に障
害者雇用施策に対する経済学研究は、そのほ
とんどが差別禁止法を対象としたものであ
った。本研究では、雇用率・納付金制度を対
象としているため、障害者雇用施策に対する
研究領域の拡張にも貢献できた。総じて、本
研究は、経済学の立場から当該領域に初めて
切り込んだ研究と位置づけられる。 
 経済学による障害問題の分析は、学問的な
斬新性を持つだけでなく、社会的な有用性が
主張できる。現在、日本では障害者自立支援
法の見直しが決まっており、障害者権利条約
の批准にむけて、障害法制を総点検している
さなかにある。障害者施策に対する政策評価
研究は現実的な要請という点からいっても
きわめてインパクトが強いと考えられる。 
 本研究の特徴は、経済学的見地から障害者
雇用問題の分析に、初めて本格的に着手した
ことである。これらは例えば、成果報告の⑦
⑧にあるように、研究成果を社会に還元する、
障害者の抱える諸問題を社会に普及すると
いう点では極めて強いインパクトがあった
と考える。 
 
（3）今後の展望 
 今後の展望は、第一に、今回の研究で残さ
れた課題を明らかにすることがあげられる。
一つ目に、障害者雇用に伴う企業負担を検証
することである。二つ目に、今回の計画では
焦点を当てなかったが、障害者の労働供給の
実証研究を行うことである。第二に、障害者

の所得保障に関する経済学的研究を行うこ
とがあげられる。障害者に対する雇用促進施
策、所得保障施策の経済学研究を行い、其々
の施策が経済学的に「良い」と考えられる社
会への駆動力となりうるか否かを、経済学的
見地から分析・考察していくことが、本研究
に対する今後の展望である。 
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